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3 ガーイウス（Gaius）の『法学提要（Institutiones）』では、例えば第 3巻 88節において、
「obligatioはすべて契約または不法行為に基づいて発生する」と記されている（末松謙澄
『ガーイウス羅馬法解説〔訂正増補再版〕』（帝国学士院、1917年）305 頁参照）。 
















 現行の日本民法典 1条 2項は、「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わな
ければならない」と規定されている。現行民法典が制定された当初はこの規定はなく、大
正期の牧野博士9及び鳩山博士10による信義則理論や、大審院判決大正 9 年 12 月 18 日民録





























26 巻 1947 号において「債権関係ヲ支配スル信義ノ原則」が認められたことを皮切りに、
次第に信義誠実の原則についての理論が確立されていき、昭和 22年の法改正によって民法























                                                   
11 谷口知平・石田喜久夫編『新版 注釈民法(1) 総則(1)』（有斐閣、1988年）71頁〔安永
正昭執筆部分〕 
12 大判大正 9年 12月 18日民録 26輯 1947頁等 
13 大判昭和 5年 4月 7日民集 9巻 327頁、大判昭和 14年 3月 23日民集 18巻 250頁等 
14 最判昭和 50年 2月 25日民集 29巻 2号 143頁等 



















































































































                                                   
26 林・前掲注(16)15頁脚注 3 
27 潮見・前掲注(23)5頁 
28 開催場所：大阪市立大学法学部 
29 山本敬三「契約の拘束力と契約責任論の展開」ジュリスト 1318号（2006年）91頁 


















































































































                                                   
41 詳細については、本稿第１部第１章で扱う。 


































                                                                                                                                                     








































































は、BGB の各草案や、ローマ法やラント法等の BGB 制定前の立法史料が債務関係という
考え方に対してどのような姿勢を採っていたかについて分析を加えることによって、BGB
が債務関係という考え方を採るに至った諸要素や諸特徴を明らかにし、それらの諸要素等
























ント法（1794 年）、オーストリア民法典（1812 年）、バイエルン王国民法草案（1808 年、
































イツの学説よりも、日本民法典の編纂の際に参照された BGB（正確には BGB 第一草案な
ど）の制定過程において債務関係概念がどのように法典に採り入れられるに至ったかや、




















































































                                                   
49 Benno Mugdan (Hrsg.), Die gesammten Materialien zum Bürgerlichen Gesetzbuch 
für das Deutsche Reich, Bd. 2, 1899, S.I f. 
50 Mugdan, a.a.O., S. 3.（中山秀登「債務関係の法的構造」流経法学 3 巻 1号（2003年）
15頁の訳文を引用した。） 
51 赤松秀岳「ドイツ法典編纂における債務法総則―BGB 部分草案とドレースデン草案―」
法政研究 77巻 1号（2010年）308頁 
52 大窪誠「賃貸不動産の譲渡と賃貸借の帰趨―BGB起草前のドイツにおける法制度を中心
として―」総合政策 5巻 2号（2004年）222-223頁 
53 Bernhard Francke(Hrsg.), Dresdener Entwurf eines allgemeinen deutschen Gesetzes 
























になる57。さらに、第 17 代皇帝マクシミリアン１世（Maximilian I）が 1495 年に帝室裁
判所令を出し、同 3条にて、裁判官は帝国の普通法（Gemeines Recht, ius commune）に
従って裁判をすべき旨を規定したことにより、一層継受は加速していくことになる58。 































古典期ローマ法（紀元前 3 世紀～3 世紀）では、ガーイウス（Gaius）の『法学提要
（Institutiones）』の第 3 巻において、Obligatio に関して、「Obligatio はすべて契約また
は不法行為に基づいて発生する」（同巻第 88節）64という記述がみられる。 
同書では Obligatio の記述が多数みられるが、Obligatio の具体的な内容・定義について










































（同巻 14-27章）》、《Obligatioの主体（同巻 28章）》69、《Obligatioの消滅（同巻 29章）》














69 重畳的債務関係、連帯債務関係（現行フランス民法の Obligation in Solidum）、分割債
24 























                                                                                                                                                     
務関係といった、複数債務関係についての記述もある（瀧澤・前掲注(64)129-138頁）。 
70 債権（債務）の消滅のほか、債務関係全体の消滅も考えられていた（瀧澤・前掲注(64)126





72 山田晟『ドイツ法概論Ⅱ〔第３版〕』（有斐閣、1987 年）8 頁。なお、ドイツ「普通法」
という言葉はひとつの法源（ローマ法）にもとづく統一法を意味している（同書 8頁）。 
73 Arnold Heise, Grundriss eines Systems des Gemeinen Civilrechts : zum Behuf von 




















の構造については、第１章《債務の内容（Vom Inhalt einer Obligatio）》、第２章《債務の
主体（Vom Subject der Obligationen）》、第３章《債務の発生原因（Entstehungs-Gründe 













次に、サヴィニー（Friedrich Carl von Savigny）は、ハイゼのパンデクテン体系を基礎

































                                                   
81 赤松・前掲注(74)269頁 
82 Friedrich Carl von Savigny, Pandektenvorlesung, 1824/25.  
83 Savigny, a.a.O., S. 279f.  
84 Friedrich Carl von Savigny, System des heutigen Römischen Rechts, Bd. 1, 1840. な
お、1840年代以後は、サヴィニーの影響もあって、ハイゼのパンデクテン体系が一般に受
け入れられるようになったとされる（赤松・前掲注(74)269頁）。 
85 小橋一郎『サヴィニー 現代ローマ法体系 第１巻』（成文堂、1993年） 
86 Savigny, a.a.O., S.7-8. （小橋・前掲注(85)36-37頁の訳文を引用した。） 
87 Savigny, a.a.O., S.338.（小橋・前掲注(85)302頁の訳文を引用した。） 
88 Savigny, a.a.O., S.339.（小橋・前掲注(85)303頁の訳文を引用した。） 


























債務に関する法を体系的に論じたものは、ウンターホルツナー（Karl August Dominikus 
Unterholzner）の『債務関係に関するローマ法理論の起源的構成』（1840年）である96。同
書は、債務関係の視点から債権法総論部分を体系的に構成している点が特徴的である97。 
                                                   
91 赤松秀岳『物権・債権峻別論とその周辺―二十世紀ドイツにおける展開を中心に―』（成
文堂、1989年）14頁 
92 Friedrich Carl von Savigny, Das Obligationenrecht als Theil des heutigen römischen 
Rechts. Bd.1, 1851. 
93 Savigny, a.a.O., S.10-11.（中山・前掲注(50)6-7頁の訳文を引用した。） 
94 Adam Müller, Deutsche Staatsanzeigen. Bd.I.1816. 
95 Müller, a.aO.,S.295-296. 
96 Karl August Dominikus Unterholzner, Philipp Eduard Huschke, Quellenmässige 















  第１０章 債務関係の相互間及び物権との関係 
  第１１章 債務関係の確保 
第２部 債務関係への人的加入 
第１章 債務関係への参加資格 










第５部  第三者との間における債務請求権（ Schuldansprüchen）及び義務
（Verbindlichmachung）の取得 
第１章 第三者による債務請求権の取得 
 第２章 他の者による義務の発生 
第６部 債務関係の解消 











































                                                                                                                                                     
 第２章 債権者及び債務者の変更 
第８部 法的変化に基づく債務関係の発生 
 第１章 概要 
 第２章 債務の更改 
 第３章 裁判前の法的紛争若しくは仲裁の係属 
 第４章 宣誓の履行 
 第５章 和解 


















に向けられた（auf eine Handlung）権利だが、それは、行為についての（an einer Handlung）






                                                   
99 Unterholzner, a.a.O.,S.2. 
100 Georg Friedrich Puchta, Lehrbuch der Pandekten , 9. verm. Aufl.,1863 
101 Puchta, a.a.O., S. 336-337 f. 
102 Windscheid, Lehrbuch des Pandektenrechts, Bd. 2. 1865.  
103 Windscheid, a.a.O. S.1.（赤松秀岳「ヴィントシャイトの債権法論」社会科学研究年報
（龍谷大学社会科学研究所）39号（2009年）86頁の訳文を引用した。）。 なお、赤松教
授による翻訳の元となった書籍は第６版のものである。 







クツェルス（Enneccerus）の『民法の教科書』（Lehrbuch des bürgerlichen Rechts）の
31 
以上のとおり、債権の主眼を、給付を命じる点に置き、債務関係概念にはあまり関心を























1792 年になってプロイセン一般法典（Allgemeines Gesetzbuch fur die Preusischen 
Staaten）が成立したものの、保守層がフランス革命の影響を恐れ、自由主義的な規定が削





















rechte）」（同章 125条ないし 130条）と、それ以外の「対人的権利（Persönliche Rechte）」
（同章 122 条ないし 124 条）がある113。対人的権利については、同章 122 条にて、「対人
                                                   
110 小野・前掲注(109)913頁 
111 Allgemeines Landrecht für die Preußischen Staaten von 1794, mit einer Einführung 
von Hans Hattenhauer und einer Bibliographie von Günther Bernert, 1970-1973. 
序文 
第１部 
 第１章 人およびその権利一般 
 第２章 物およびその権利一般 
  第１節 物とは 
  第２節 対人的権利 
  第３節 対物的権利 
  第４節 取得方法・権原 
  第５節 対物権の原則 
 第３章 行為及び行為から発生する権利 
 第４章 意思表示 
 第５章 契約 
  第１節ないし９節（省略） 
  第１０節 相関契約 
   第１款 複数義務 
   第２款 複数権利 
 第６章 不法行為により生ずる権利義務 
 第７章ないし１５章（省略） 
 第１６章 権利及び義務の終了の種類 
  第１節 義務の履行 
  第２節ないし１０節（省略） 









































115 Christian Koch, Das Recht der Forderungen nach gemeinem und nach preusischem 
Rechte. Bd.1, 1836.  
116 Koch, a.a.O.,S.8. 
117 Koch, a.a.O.,S.9. 



















人的な権利及び義務（Persönliche Rechte und Verbindlichkeiten）……」という文言を置
くにとどまり、「全体の関係と呼ばれるこの特有の表現はみられない」と評している125。 
次に、ボルネマン（Friedrich Wilhelm Ludwig Bornemann）は、1842年に『ALRの素
材を用いたプロイセン私法の体系的叙述』126を著しており127、債務関係概念に関しては、「義
                                                   
119 Koch, a.a.O.,S.11. 
120 Ludwig Höpfner, Theoretisch-practischer Commentar über die Heineccischen 
Institutionen nach deren neuesten Ausgabe. 7.Aufl.1803., S.297. 
121 Koch, a.a.O.,S.11. 
122 Gustav Hugo, Institutionen des heutigen römischen Rechts, 1789. 
123 Koch, a.a.O.,S.11-12. 
124 ALR序文 85条及び 92条の引用については、Koch, a.a.O.,S.12.に記されている。 
125 Koch, a.a.O.,S.14. 
126 Friedrich Bornemann, Systematische Darstellung des Preusischen Civilrechts mit 
Benutzung der Materialien des Allgemeinen Landrechts. Bd.2, 1842. ここでは便宜上、
第２巻のものをあげる。小野教授によれば、同書は、「制定時の自然法的な解釈を残して
おり、19 世紀の中葉以降、ALR にパンデクテン解釈が採用されるに従い、しだいに実務



















 以上より、ボルネマンは「法鎖（juris vinclum）」のことを「法的な結び付き（rechtliche 
Verbindung）」と置き換え、「当事者の関係（Obligatio）」のことを「義務関係（obligatorischen 
Verhältnissen）」と置き換えて説明していることがうかがえよう。 
 フェルスター（Franz August Alexander Förster）は、実務において BGBの制定まで用
いられていた134、『普通ドイツ法の基礎の上の現代普通プロイセン私法の理論と実務』（1873













130 Bornemann, a.a.O.,S.167. 
131 Bornemann, a.a.O.,S.167. 
132 Obligatio est juris vinclum inter debitorem et creditorem, quo alter vel ad dandum, 
vel ad faciendum, vel ad praestandum alteri obligatur.(Bornemann, a.a.O.,S.167.) 




























                                                   
135 Franz Förster, Theorie und Praxis des heutigen gemeinen preusischen Privatrechts 





『法学提要』第 3巻 13章序説、及び同『学説彙纂』第 44巻 7章 3節序文を記述している。 
137 Förster, a.a.O.,S.319-320. 
138 Förster, a.a.O.,S.320. 
139 Förster, a.a.O.,S.320. 
140 Förster, a.a.O.,S.320. 




し、そこで「“persönlichen Rechten und Verbindlichkeiten“と呼ばれるもの」が充てられ
たと説明する142。その後、「Obligationという外来語は避けられ、最大限の適当な、近時使





関係の目的物）、「第２章 債務関係の根拠」、「第３章 債務関係の解消」、「第４章 債務関係
の変更」、「第５章 債務関係の裁判による保護」という構成が採られている145。 
















章第３節の《権利の譲渡（Von Abtretung der Rechte）》においてみられるものの146、債務
                                                   
142 Förster, a.a.O.,S.320. 
143 Förster, a.a.O.,S.320. 
144 Franz Förster, Preusisches Privatrecht, 6. Aufl., Bd.1,1892. 便宜上、第１巻〔第６版〕
を取り上げる。 
145 Förster, a.a.O.,S.339 ff. 
146 ALR第１１章第３節内の規定のうち、382条ないし 389条は日本民法 466条に該当し、














Gesetzbuch für die gesammten deutschen Erbländer der Oesterreichischen Monarchie）」
（以下「ABGB」と呼ぶ。）の策定がはじまる。ABGB の草案は大きく三段階に分けること
ができ、1766 年のテレジア草案、1787 年のホルテン草案、1796 年のマルティーニ草案が










レジア草案（Codex Theresianus von 1766）148が作成されたものの、同草案はあまりにも
                                                   
147 オーストリアにおける民法典制定過程については、グシュニッツァー（Gschnitzer）の
『オーストリア民法典の教科書 総論』（Franz Gschnitzer, Lehrbuch des 
österreichischen bürgerlichen Rechts. Allgemeiner Teil des bürgerlichen rechts.1966.）、
五十嵐清「オーストリア民法典の 200年」札幌法学 25巻 2号（2014年）99-100頁、久
保正幡先生還暦記念出版準備会『西洋法制史料選 Ⅲ 近世・近代』（創文社、1979年）
238-240頁〔石部雅亮執筆部分〕を参照した。 
148 Philipp Harras von Harrasowsky, Der Codex Theresianus und seine Umarbeitungen 
(im folgenden, Der Codex Theresianus), Bd. III., 1884. 以下は、テレジア草案の主要な
項目である。 
 第１編（Theil） 人の法 
 第２編 物及び物の法 
 第３編 対人的義務関係  
  第１章（Caput） 義務一般（1-132条） 






















                                                                                                                                                     
   第２節 義務の能力（7-18条） 
   第３節 複数人の単数人に対する義務、又は単数人の複数人に対する義務（19-31条） 
   第４節 相手方との取引から生じる義務（32-38条） 
   第５節 義務の相続承継（39-44条） 
   第６節 義務の締結に関する物及び行為（45-52条） 
   第７節 義務の種類及び様式（53-86条） 
  第８節 種々の取引における義務（87-92条） 
  第９節 義務の効力、危険負担、不可抗力（93-128条）  
  第１０節 義務の変更・譲渡・消滅（129-132条）  
 第２章 同意、契約、和解について（1-220条） 
 第３章 有名契約（1-36条） 
 第４章 賃貸借契約（1-116条） 
 第５章 使用貸借契約（1-60条） 
 第６章 寄託契約（1-68条） 
 第７章 担保契約（1-166条） 
 第８章 保証契約（1-132条） 
 第９章 売買（1-418条） 
 第１０章～２４章（省略） 







その後、1772 年にはホルテン（Johann Bernhard Horten）の下、立法委員会が組織さ
れ、テレジア草案のわずかな欠点を避け、余計な説明や繰り返しの表現を控え、ローマ法
に依拠せず、可能な限り法典を簡素化すべく編纂作業が開始され、ホルテン草案151が作ら
                                                   
150 なお、テレジア草案第３編では、Verbindungを用いた表現が 14種類もみられる。すな
わち、①Von Verbindungen und rechtsdorderungen insgemein. ②Von Verbindungen 
und rechtsansprüchen aus dem Stand der Personen. ③Von rechtlichen Ansprüchen 
aus dem Eigenthum und anderem an Sachen haftenden recht. ④Von Anspruch der 
Sachen aus erblichenm recht. ⑤Von persönlicher Verbindung aus allerlei Zusagen, 
Vergleichungen und Einverständnuß. ⑥Von Vergleichungen, wo nur Einer verbunden 
wird. ⑦Von Vergleichungen, wo Einer haupt, der Andere rückverbindlich wird. ⑧Von 
Vergleichungen, wo beide Vergleichende hauptsächlich verbunden werden. ⑨Von 
Verbindungen, so gleichsam aus einer Vergleichung entstehen. ⑩Von Verbindung, so 
aus Verbrechen entstehen. ⑪Von Verbindungen, so gleichsam aus Verbrechen 
entstehen. ⑫Von Verbindung aus bloßer natürlicher Billigkeit. ⑬Von Zugleich oder 
Nebenverbinbungen. ⑭Was gestalten eine Verbindung aufhöre, behoben oder getilget 
werde.である（Harrasowsky, a.a.O., S.1. Fn.1.）。 








 第３編   
  第１章（Capitel） 契約及び契約から発生する義務一般（1-88条） 
  第２章 和解（1-15条） 
  第３章 承諾及び贈与（1-37条） 
  第４章 使用貸借契約（1-60条） 
  第５章 管理契約（1-30条） 
  第６章 寄託契約（1-34条） 
  第７章 担保契約（1-80条） 
  第８章 保証契約（1-66条） 
  第９章 売買（1-232条） 
















の記述はあまりみられず、第３編第１章の 2 条に「対人的権利（persönliches Recht）」と
いう用語がみられるも、「ある者が取引における相手方との関係において対人的権利を取得
                                                   
152 Franz, a.a.O.,S.9. 1787年にホルテン草案は、皇帝ヨーゼフ二世（Joseph II）の名を
冠したヨーゼフ法典（Josephinisches Gesetzbuch）として施行された。しかし、その範
囲は第１編《人の法》のみであった（Franz, a.a.O.,S.9.）。 
153 ハラゾブスキー編纂の前掲書に付されている ABGB とホルテン草案の条文対照表によ
ると、ABGB859条はホルテン草案第３編第１章 1条および 2条と対応している
（Harrasowsky (Bd.IV), a.a.O., S. 554.）。 
154 Franz, a.a.O.,S.9. 






 第１章（Hauptstück） 契約一般（1-48条） 
 第２章 贈与（1-24条） 
 第３章 消費貸借契約（1-27条） 
 第４章 寄託契約（1-41条） 
 第５章 交換（1-31条） 
 第６章 売買（1-45条） 
 第７章～１９章（省略） 







 マルティーニ草案後も、草案の改訂作業が進められ158、そして、1811 年 6 月 1 日に




                                                   
157 ハラゾブスキー編纂の前掲書に付されている ABGB とマルティーニ草案の条文対照表
によると、ABGB859条はマルティーニ草案第３編第 1条ないし 3条と対応している
（Harrasowsky (Bd.V), a.a.O., S. 242.）。 




159 Allgemeines bürgerliches Gesetzbuch für die gesammten deutschen Erbländer der 







 第１編（Teil） 人の法 
 第２編 物の法 
  第１部（Abteilung） 対物的権利 
   第１章（Hauptstück）ないし１６章（省略） 
  第２部 対人的権利 
   第１７章 契約及び法律行為（859-937条） 
   第１８章 贈与（938-956条） 
   第１９章 保管契約（957-970条） 
   第２０章 使用貸借契約（971-982条） 
   第２１章 賃貸借契約（983-1001条） 
   第２２章～３０章（省略） 
 第３編 人の法と物の法に共通する規定 
   第１章 権利及び義務の強化（1342-1374条） 
   第２章 権利及び義務の変更（1375-1410条） 
   第３章 権利及び義務の消滅（1403-1450条） 
   第４章 消滅時効及び取得時効（1451-1502条） 


































                                                                                                                                                     
(147)231頁）、「対人権」（同書 240頁）と訳している。 
161 Joseph Ellinger, des österreichen allgemeinen Zivil Rechtes., 1851. 
162 Ellinger, a.a.O. S.387. 
163 Victor Hasenöhrl, Das oesterreichische Obligationrecht, Bd.1, 2.Aufl.,1892. 
164 Hasenöhrl, a.a.O.,S.4-7. 
44 
























                                                   
165 大窪・前掲注(52)208-209頁 
166 Werner Schubert(Hrsg.), Bürgerliches Gesetzbuch für das Großherzogthum Hessen : 
Entwürfe und Motive (1842-1853), Bd. 5., Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuchs für 
das Grossherzogthum Hessen nebst Motiven, 4. Abteilung. Bd.1.Gesetzesentwurf. 以
下は、ヘッセン草案の主要な項目である。 
 第１編（Abtheilung） 人の法 
 第２編 物の法 
 第３編 相続法 
 第４編 債務関係法  
  第１部（Buch） 債務関係総則 
   第１章（Titel） 債務関係の概念及び種類 
    第１節（Abtheilung） 債務関係の概念（1-4条） 
    第２節 債務関係の種類 
     第１款（Abschnitt） 分割債務関係及び連帯債務関係（5-13条） 
45 
本草案は、第１編《人の法》、第２編《物の法》、第３編《相続法》、第４編《債務関係法







《各則》から成り、《総則》は、第１章《債務関係の概念及び種類（Von dem Begriff und den 
Arten der Verbindlichkeit）》、第２章《債務関係の成立（Von der Entstehung der 
Verbindlichkeiten ）》、 第 ３ 章 《 債 務 関 係 の 効 力 （ Von den Wirkungen der 

















                                                                                                                                                     
     第２款 単一及び複数債務関係、選択債務関係（14-32条） 
     第３款 可分及び不可分債務関係（33-39条） 
     第４款 主たる債務及び附随債務（40条） 
   第２章 債務関係の成立（41-219条） 
   第３章 債務関係の効力 
    第１節ないし３節（省略 220-260条） 
    第４節 他の者への債務関係の移転（261-275条） 
   第４章 債務関係の消滅（276-365条） 



















そして、同条 2項では分割債務関係（Theilverbindlichkeit, obligatio pro rata）について、















                                                   
167 Werner Schubert(Hrsg.), Bürgerliches Gesetzbuch für das Großherzogthum Hessen : 
Entwürfe und Motive (1842-1853), Bd. 5., Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuchs für 





























                                                   




eines bürgerlichen Gesetzbuchs für das Königreich Bayern, Theil. 2. Recht der 
Schuldverhältnisse., 1861.(im folgenden, Entwurf Bayern 1808), S.vii.）。 






が、本草案では、第３部《契約または契約的特別法律関係（Von Verträgen oder 
vertragsmäßigen besonderen Rechtsverhältnissen）》において Rechtsverhältnissenとい
う用語があてられ、同部第３章《債務関係の効力（Von den Wirkungen der Obligationen）》
では Obligationennという用語がそのまま用いられ、また、同章第２節《与える債務（Von 










 第１部 相続（713-925条） 
 第２部 生前下の遺贈（926-1161条） 
 第３部（Titel） 契約または契約的特別法律関係 
  第１章（Kapitel） 総則 （1162-1168条） 
  第２章 固有必要的な契約の有効性（1169-1223条） 
  第３章 債務関係の効力 
   第１節（Abschnitt） 冒頭規定（1224-1226条） 
   第２節 与える債務（1227-1232条） 
   第３節 行為及び不作為 についての債務（1233-1236条） 
   第４節 債務の不履行に対する損害賠償（1237-1246条）  
   第５節 契約の解釈（1247-1255条） 
   第６節 第三者に対する契約の効力（1256-1258条） 
  第４章 契約関係の種類 
      第１節 条件付き契約関係（1259-1275条） 
    第２節 条件付き債務（1276-1280条） 
    第３節 選択債務（1281-1288条） 
    第４節 連帯債務（1289-1309条） 
    第５節 可分及び不可分債務（1310-1318条）  
    第６節 違約罰付き債務（1319-1327条） 
   第５章 債務及び対人的権利の消滅（1328-1442条） 
   第６章 証拠及び推測（1443-1449条） 
  第４部ないし２２部（省略） 
171 詳しくは、1808年 5月のバイエルン憲法により、ナポレオン民法典の根本理念を受け
入れるための憲法的前提条件が整い、複数の組織的な勅令がなされ、そして、フォイエル
バッハ（Anselm von Feuerbach）によって、1808年 3月中頃に、若干の修正をした、ド
イツ型のナポレオン法典である 1808年バイエルン草案が提出されたという制定経緯があ







契約から生じる債務については、同章第２節で《与える債務（Von der Verbindlichkeit 
zum Geben）》、第３節で《作為及び不作為172についての債務（Verbindlichkeiten zu einem 

















1808 年バイエルン草案からわずか 3 年後の 1811 年に、ナポレオン民法典の影響を強く
受けた 1808年バイエルン草案とは、条文の内容だけでなく草案全体の構成も大きく異なる
                                                   
172 第３節では、“Thun und Richtthun“と、「作為」を表す Thunと Richtthunを並列的に
位置付けているが、Richtthunの概念については同法典からは明らかにすることはできな
い。この点に関し、1162条では Thunと並列の関係のものとして Unterlassen（不作為）
を置いており、また、バイエルン 1808/09年草案 1162条に対応するフランス民法典 1101
条においても、à faire（作為）と à ne faire（不作為）とを並列に扱い、同草案 1227条に











契約（Von persönlichen Rechtsverhältnißen und Verträgen überhaupt）》と題し、1条に
て、「対人的法律関係（Ein persönliches Rechtsverhältniß (obligatio)）とは、ある者が他
の者に対して給付を行うことをいう。この給付は、与える、なす、又は不作為という、契
約（Vertrag (obligatio ex contractu)）、不法行為（unerlaubten Handlung (obligatio ex 
delicto)）、その他法的効力を有する事実（Thatsache, mit welcher die Gesetzediese 
Wirkung besonders verbunden haben (obligatio ex lege)）に基づいて発生する債務である」
と規定する。本草案では、様々な箇所でローマ法上の法律用語が併記されている条文をみ
ることができ、1条でも、「対人的法律関係（obligatio）」、「契約（obligatio ex contractu）」、
                                                   
174  Walter Demel=Werner Schubert (Herg.), Der Entwurf eines bürgerlichen 
Gesetzbuchs für das Königreich Bayern von 1811 : revidirter Codex Maximilianeus 










 第１編（Theil） 〔人の法 〕 
 第２編 〔物権法〕 
 第３編 〔相続法〕 
 第４編 〔債権法〕 
  第１章（Kapitel） 対人的法律関係及び契約 
   第１節 対人的法律関係 
   第２節 申込み 
   第３節 契約総則 
   第４節 契約の変更 
   第５節 契約の種類 
   第６節 契約の解釈 
   第７節ないし３４節（省略） 
  第２章 消費貸借、使用貸借、寄託 
  第３章 売買 
  第４章 特別な売買契約の種類 
  第５章ないし１８章（省略） 
51 














先の 1811 年バイエルン草案から半世紀経って、1861 年に再び民法典草案（以下「1861
年バイエルン草案」と呼ぶ。）176が作られた177。本草案の債務関係法に関しては、概して、
                                                   
175 ガーイウス『黄金法書』第 2巻 Dig.44.7.1.pr（瀧澤・前掲注(64)42頁の翻訳を参照し
た。） 
176 Motive zum Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuches für das Königreich Bayern, 
1864. (im folgenden, Entwurf Bayern 1861) 以下は、1861年バイエルン草案の主要な項
目である。1811年バイエルン草案は、人、物権、相続、債権の計４編からなっていたのに
対し、1861年バイエルン草案は、新たに《総則（Allgemeine Bestimmungen）》を置き、
次いで《債務関係法（Recht der Schuldverhältnisse）》、《物権法（Besitz und Recht an 
Sachen）》という編別を採用した。この編別スタイルは、現行 BGBと同じである。 
 第１部（Theil） 総則 
 第２部 債務関係法 
  第１編（Buch） 総則   
   第１章（Hauptstück）債務関係の基礎（1-5条） 
    第１節（Abtheilung） 債務契約 
     第１款（Abschnitt） 概要、要件、効果（5-41条） 
     第２款 債務契約の強化（42-51条） 
    第２節 禁止行為（52-81条） 
   第２章 債務関係の効力（82-144条） 
   第３章 債権及び債務の譲渡 
    第１節 債権譲渡（145-158条） 
    第２節 債務引受（159-163条） 
   第４章 債務関係の終了 
    第１節 履行（164-180条） 

























                                                                                                                                                     
    第３節 更改（197-208条） 
    第４節ないし５節（省略） 
   第５章 当事者及び目的物が複数である債務関係の適用 
    第１節 債権者及び債務者の複数（220-248条） 
    第２節 債務関係の目的物の複数（249-263条） 
  第２編 特別な債務関係 













































                                                   






























                                                   
180 大窪・前掲注(52)187頁 
181 Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuchs für das Königreich Sachsen, nebst 
allgemeinen Motiven und Inhaltsverzeichnisse, 1852. 以下は、1852年ザクセン草案の
主要な項目である。 
 第１編（Theil） 総則 
 第２編 物権法 
 第３編 債権法 
  第１部（Abtheilung） 対人的財産権及びこれに対応する義務の一般 
   第１章（Abschnitt） 共同関係の権利及び義務（588-609条） 
55 
公表された。 














                                                                                                                                                     
    第１節 共同関係の権利及び義務一般  
    第２節 不分割による共同関係の権利又は義務（連帯債権又は連帯債務） 
   第２章 給付関係における権利及び義務の範囲（610-647条） 
   第３章 特別な有償行為に基づく保証給付（648-665条） 
  第２部 対人的権利及び義務の発生（666-667条） 
   第１章 契約（668-746条） 
   第２章 事務管理及び不当利得（747-769条） 
    第３章 不法行為及び賠償義務（770-848条） 
  第３部 対人的権利及び義務の強化 
   第１章 総説（849-886条） 
   第２章 担保契約（887-919条） 
  第４部 対人的権利及び義務の変更（920条） 
   第１章 新規契約及び和解（921-938条） 
   第２章 債権者の変更による更改（939-949条） 
   第３章 債務者の変更による更改（950-959条） 
   第４章 指図若しくは権利譲渡による債権者若しくは債務者の変更による保証給付
（960-964条） 
  第５部 対人的権利及び義務の消滅（965条） 
   第１章 弁済（966-1000条） 
   第２章 相殺（1001-1014条） 
   第３章 権利及び義務の終了（1015-1029条） 























回するに至った185。そして 1856 年に、1852 年ザクセン草案の委員会が引き継がれる形で
改訂委員会が設置されて審議が進み、1860年に審議が終了した後、1860年ザクセン草案186
                                                   
183 Ellinger, a.a.O. S.387. 
184 条文においても ABGBの影響を著しく受けたとみられるものがある。例えば、ABGB
の第 3編第 1章の 1343条では、「権利者にとって新しい権利を認めることになる義務の保
障と権利の強化の法的種類は、債務者のための第三者の義務負担と担保である（Die 
rechtlichen Arten der Sicherstellung einer Verbindlichkeit und der Befestigung eines 
Rechtes, durch welche dem Berechtigten ein neues Recht eingeräumt wird, sind: die 
Verpflichtung ein Drittes für den Schuldner, und die Verpfändung.）」 と規定されてお
り、ザクセン民法草案（1852年）の第 3部の 850条でも、わずかに単語をずらす程度で
同じ内容の条文が置かれている（§850; Solche rechtliche Arten der Befestigung einer 
Verbindlichkeit und der Sicherstellung eines Rechts, durch welche dem Berechtigten 
zu dem bestehenden Rechte ein neues Recht eingeräumt wird, sind: die Verpflichtung 
eines Dritten neben dem Schuldner, die Verpfändung und die Unterwerfung unter die 
Wechselhat.）。 
185 大窪・前掲注(52)192頁 
186 Entwurf eines bürgerlichen Gesetzbuchs für das Königreich Sachsen nebst 
allgemeinen Motiven und Inhaltsverzeichniß, 1860.( im folgenden, Entwurf Sachsen 
1860) 以下は、1860年ザクセン草案の主要な項目である。本草案は、1852年ザクセン草
57 















                                                                                                                                                     
案を踏襲し、第１編《総則》、第２編《物権法》、第３編《債権関係法（Das Recht der 
Forderungen）》という構成を維持している。 
 第１編（Theil） 総則 
 第２編 物権法 
 第３編 債権法 
  第１部（Abtheilung） 債権一般 
   第１章（Abschnitt）債権の本質、債権における当事者および債権の客体（678-706
条） 
   第２章 債権の履行（707-790条） 
   第３章 債権の発生（791-979条） 
   第４章 債権の譲渡（980-1002条） 
    第１節 譲渡の種類 
    第２節 譲渡の目的物 
    第３節 譲渡の効果 
   第５章 債権の消滅 
    第１節 履行（1003-1014条） 
    第２節 相殺（1015-1024条） 
    第３節 解除契約（1025-1033条） 
    第４節ないし８節（省略）（1034-1048条） 
   第６章 連帯債務関係（1049-1068条） 
   第７章 無記名証券（1069-1078条） 











                                                   
188 Entwurf Sachsen 1860, a.a.O., S. 738. 
189 Wengler, Brachmann(Hrsg.), Das Bürgerliche Gesetzbuch für das Königreich 




 第１部（Abtheilung） 債権一般 
  第１章（Abschnitt） 債権の本質、債権における当事者および債権の客体 
   第１節 一般規定（662-664条） 
   第２節 金銭給付（665-672条） 
   第３節 利息（673-684条） 
   第４節 物の価値および損害賠償（685-688条） 
  第２章 債権の履行（689-769条） 
  第３章 債権の発生（770-952条） 
  第４章 債権の譲渡 
   第１節 譲渡の種類（953-963条） 
   第２節 譲渡の目的物（964-967条） 
   第３節 譲渡の効果（968-975条） 
  第５章 債権の消滅 
   第１節 履行（976-987条） 
   第２節 相殺（988-997条） 
   第３節 解除契約（998-1005条） 
   第４節ないし６節（省略）（1006-1018条） 
   第６章 連帯債務関係（Gesammtschuldverhaltnisse. 1019-1038条） 
   第７章 無記名証券（1039-1048条） 
  第２部 債権の個々の種類について 
190 2011年から、ドイツ研究振興協会（DFG）での研究プロジェクトとして、ハッテンハ





































192  Eduard Siebenhaar, Commentar zu dem bürgerlichen Gesetzbuche für das 
Königreich Sachsen und zu der damit in Verbindung stehenden 






























い場合について、第 3巻 39条参照。債務の履行方法について、同巻 40条参照。）。 




























1860 年ザクセン草案は、債権関係の移転に関しては、第４章 980 条の、「Forderung は
現時点の債権者から新債権者に対して、譲渡行為（Abtretung）によって移転する……」と















































関係法に関するドレスデン草案（Dresdener Entwurf eines allgemeinen deutschen 
Gesetzes über Schuldverhältnisse von 1866）」（以下「ドレスデン草案」と呼ぶ。）200が完





200 Bernhard Francke(Hrsg.), Dresdener Entwurf eines allgemeinen deutschen 
Gesetzes über Schuldverhältnisse, 1973. 
 本草案の主要な目次は、以下のとおりである。 
総説（1条） 
 第１部（Theil） 債務関係一般 
  第１章（Abtheilung） 債務関係の本質及び種類 
   第１節（Hauptstück） 本質（2-6条） 
























                                                                                                                                                     
    第１款  複数の給付から選びうる債務関係（7-11条） 
    第２款 分割債務関係及び連帯債務関係（12-16条） 
    第３款 無記名証券に基づく債務関係（17-22条） 
  第２章 契約および不法行為に基づく債務関係の成立（23-226条） 
  第３章 債務関係の効力 
   第１節 総説（227-232条） 
   第２節 履行についての債務者の義務（233-272条） 
   第３節 義務の不履行の効果（278-317条） 
   第４節 複数の債権の同時発生（318-320条） 
  第４章 債権の移転（321-340条） 
  第５章 債務関係の消滅（341-421条） 
   第１節 弁済 
   第２節ないし９節（省略） 









































































                                                   
205 Entwurf eines für die deutschen Bundesstaaten gemeinsamen Gesetzes über 




















（Obligatio）がみられた（同書第 3巻第 13章序節）。 














その後、1794 年の ALR では、ABGB のこれらの草案の影響を受けずに、新たに「対人
的権利義務（Persönliche Rechte und Verbindlichkeiten）」（ALR第 1部第 2章 122条）
という概念を創設した。この規定自体からは、この概念が法鎖を表すものとまでは解する
ことができず、単に権利と義務を併せたものとしてみるのが自然である。 





みられず、これに近しいものとして「対人的権利（persönliches Recht）」（第 3編第 1章 2
条）という用語があるも、単に債権を表すに過ぎないものと解される。また、1812年のABGB
でも、債権を表す「対人的財産権（persönlichen Sachenrechte）」（第 2編第 17章 859条）
という用語しかみられず、法鎖という概念は条文上からはみることができない。 
しかし、1797 年、ALR 編纂時にヒューゴによって著された論文により、ALR の立法者
らが、ローマ法の Obligatio 及び Verbindlichkeit について誤った認識を持っていたことが




















草案第 4編 1条にて、「債務関係（Verbindlichkeit (obligatio)）とは、最低２人以上の特定
の当事者間において、債務者が債権者に対して特定の給付を行わなければならないという
法律関係（Rechtsverhältniss）のことをいう」と、Verbindlichkeitがローマ法の Obligatio





                                                   




































（第 4 編 5 条）と、複数当事者の債務関係について規定している。また、②債務関係の移
                                                   







































































































































                                                   
212 Dirk Olzen, J. von Staudingers Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch mit 
Einführungsgesetz und Nebengesetzen, Buch 2, Einl zum Schuldrecht;§§241-243, 2015, 






217 H. H. Jakobs=W. Schubert (Hrsg.), a.a.O., Einführung, Rn.41. 
218 赤松・前掲注(51)308-309頁 
219 赤松・前掲注(51)308頁 
220 Werner Schubert (Hrsg.), Die Vorlagen der Redaktoren für die erste Kommission zur 
Ausarbeitung des Entwurfs eines Bürgerlichen Gesetzbuches. Recht der 
Schuldverhältnisse Teil 1, 1980.  
221 Schubert, a.a.O., S.1127 ff.  
 1881年版キューベル草案の主要な目次は、以下のとおりである。 
第１章（Titel） 債務関係の本質及び個々の種類 










                                                                                                                                                     
  第２節 個々の種類 
   第１款 種々の給付をなすことができる場合の債務関係 
   第２款 連帯債務関係 
   第３款 不可分給付の複数債権者又は債務者 
 第２章 契約、片務的約束および不法行為に基づく債務関係の成立 
 第３章 債務関係の効力 
 第４章 債権・債務の特定承継 
  第１節 債権譲渡  
  第２節 債務譲渡 
 第５章 債務関係の消滅 
222 Schubert (Hrsg.), a.a.O., S.1 ff. 
 1882年版キューベル草案の主要な目次は、以下のとおりである。 
第１章（Titel） 債務関係の本質及び個々の種類 
  第１節 種々の給付をなすことができる場合の債務関係 
  第１-Ａ節 給付が一定のものに定められた場合の債務関係 
  第２節 連帯債務関係 
  第３節 不可分給付の複数債権者又は債務者 
 第２章 契約、片務的約束および不法行為に基づく債務関係の成立 
  第１節 契約 
  第２節 片務的約束 
  第３節 不法行為 
 第３章 債務関係の効力 
 第４章 債権・債務の特定承継 
  第１節 債権譲渡 
  第２節 債務譲渡 
 第５章 債務関係の消滅 
  第１節 弁済 
  第２節ないし５節（省略） 
223 Schubert, a.a.O., S.1127.  
 §1. (Art.2 des dreds. Entw.) 
Ein Schuldverhältniß ist ein Rechtsverhältniß zwischen wenigstens zwei Personen, 
vermöge dessem die eine als Gläubiger eine Leistung zu fordern berechtigt, die andere 































省略）」（1881年版第４章第１節 273条 1項、1882年版同節 1条 1項）と規定されている。 
他方、債務譲渡については、両版は異なった規定の仕方となっている。1881年版では、
                                                                                                                                                     
ドレスデン草案 2条の債務関係の定義規定との異同は、上記太字の dessemがドレスデ
ン草案では dessenとなっている点しかない。 
224 Schubert, a.a.O., S. 41.中山・前掲注(50)12頁の訳も参照した。 






















1881年 10月 1日から、パーペ（Heinrich Eduard Pape）委員長の下、第一委員会本会
議（1.Kommission Hauptberatungen）において、上記部分草案及び理由書をもとに討議
された。同委員会の多くは実務家であったが、学者としてはロマニストのヴィントシャイ
ト（Bernhard Windscheid）やゲルマニストのロート（Paul von Roth）などが含まれてい
た226。同会議の議事録については、既に中山秀登教授によって翻訳がなされているため227、
以下では中山教授の翻訳をもとにみていきたい。 





                                                   
226 坂本・前掲注(214)11頁 
227 中山・前掲注(50) 
228 Jakobs=Schubert, Die Beratung des Bürgerlichen Gesetzbuchs, in systematischer 
Zusammenstellung der unveröffentlichen Quellen, Recht der Schuldverhältnisse.I, 


























関する規定については、同草案 205 条（KE §205）において暫定集成の債務関係の 1 条と
                                                   
229 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.40. （中山・前掲注(50)10頁を訳文を引用した。） 
230 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.41-42.中山・前掲注(50)12頁の翻訳も参照した。 
231 „Gegenstand eines Schuldverhältnisses kann ein Thun oder ein Unterlassen des  
Schuldners (Leistung) sein.“(Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.42.) 
232 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.42. 
233 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.43. （中山・前掲注(50)14-15頁の訳文を引用した。） 
234 Zust:Zusammenstellung des sachlich beschlossenen Bestimmungen nach den 
Beschlüssen des Redaktionsauschusses der 1. Kommission 
235 石部雅亮「ドイツ民法典編纂資料一覧」同編『ドイツ民法典の編纂と法学』（九州大学
出版会、1999年）viii頁 
















債務関係についての規定は、本草案 206 条（EI §206）において、編集委員会草案 205
条と同一の規定が置かれた244。 





                                                   
238 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.43.  
239 第一草案の主要な目次は、以下のとおりである。 
第１章 債務関係の通則 
  第１節 債務関係の対象  
  第２節 債務関係の内容 
  第３節 債務関係の消滅 
   第１款 弁済 
   第２款ないし６款（省略） 
  第４節 債権及び債務の特別承継 
   第１款 債権の転付 
   第２款 債務引受 
  第５節 多数の債権者又は債務者を有する債務関係 

















規定したものとして、ALR 第１部第２章 122 条・123 条、ABGB307 条・859 条、ザクセ
ン民法典 662条・664条、ヘッセン草案 1条ないし 4条、1861年バイエルン草案 1条、ド


















債権譲渡については、本草案 293 条にて、キューベル草案 1882 年版の第４章第１節 1
                                                   
245 Benno Mugdan (Hrsg.), Die gesammten Materialien zum Bürgerlichen Gesetzbuch 
für das Deutsche Reich, Bd. 2, 1899, S. 3..（中山・前掲注(50)15頁の訳文を引用した。） 
246 Mugdan, a.a.O., S.5. (Motive 3.f.)（中山・前掲注(50)15頁の訳文を引用した。） 
247 Mugdan, a.a.O., S.5. (Motive 3.f.)（中山・前掲注(50)15頁の訳文を引用した。） 






認めたラント法に関して、同理由書では、「本草案はヘッセン草案第１部 261 条 2 項 3 項、
ザクセン民法 953 条以下を除き、債権の特別承継主義についてのラント法に従った（ALR
第１部第１１章 376 条以下・393 条・402 条・409 条、ABGB1689 条および 1690 条、…
…1861 年バイエルン草案第２部 145 条、ドレスデン草案 322 条）」と記されている。すな
わち、ヘッセン草案は、債権譲渡について特別承継主義を認めておらず（261 条）、また、
ザクセン民法典は、例外的な場合にのみ債権の特別承継を認めるという規定の仕方となっ













セン民法典 1003 条・1005 条、……ヘッセン草案 322 条、326 条、327 条、ドレスデン草
案 375 条・379 条」をあげている251。これに対し、更改とは別の立場を採るラント法につ
いて、「ALR 第１部第１４章 399 条以下の債務引受とは、債務者及び債務引受人間の契約
によって行う債務の特別承継であり、更改とは異なった債務関係の変更を生じさせるもの




債務関係の消滅に関しては、キューベル草案 1882 年版の第５章 1(294)条（「債務返済の
                                                   
249 Mugdan, a.a.O., S.118. (Motive 65.f.) 
250 Mugdan, a.a.O., S.143. (Motive .78f.) 
251 Mugdan, a.a.O., S.143. (Motive 78.f.) 





ンデクテン法の教科書』342 節脚注 1 ないし 3 の他、ALR 第１部第１６章第 10 条、149
条、ABGB1412 条、フランス民法典 1234 条、ザクセン民法典 976 条、ヘッセン草案 275





















                                                   
253 Mugdan, a.a.O., S.81. (Motive 44.f.) 
254 石部・前掲注(209)40頁、42-43頁 
255 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.43. この提案は、準備委員会提案（Anträge der 
Kommissionsmittglieder）と呼ばれるものである。 
256 会議の内容については、準備委員会会議議事録（Prot-RJA:Protokolle der 
Vorkommission des Reichs-Justizamts）として公表されている。 
257 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.44. （中山・前掲注(50)22頁の訳文を引用した。） 
258 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.44. （中山・前掲注(50)22頁の訳文を引用した。） 
259 準備委員会決議草案（EI-RJA:BGB-Entwurf in der Paragraphenzählung des EI nach 
den Beschulüssen der Vorkommission des Reichs-Justizamtes）と呼ばれている。 
























                                                                                                                                                     
EI-RJA §206. Vermöge des Schuldverhältnisses ist der Gläubiger von dem Schuldner 
eine Leistung zu fordern berechtigt. Die Leistung kann in einem Thun oder in einem 
Unterlassen bestehen. 
261 石部・前掲注(235)x頁。会議の内容については、議事録（Protokolle der [II.] Kommission 
zur Ausarbeitung eines Bürgerlichen Gesetzbuchs(1890-1896)）として公表されている。 
262 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.44. （中山・前掲注(50)22頁の訳文を引用した。） 
263 EI-VorlZust : Vorläufige Zusamenstellung der Beschlüsse der Kommission 
264 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. （中山・前掲注(50)23頁の訳文を引用した。） 
265 石部・前掲注(235)x頁 
266 EI-ZustRedKom : Zusammenstellung der Beschlüsse der Redaktions-Kommission 
267 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. （中山・前掲注(50)23頁の訳文を引用した。） 
268 第二草案の主要な目次は、以下のとおりである。 
第１章 債務関係の内容 
  第１節 給付義務 
  第２節 債権者遅滞 



























                                                                                                                                                     
  第１節ないし６節（省略） 
 第３章 債務関係の消滅 
  第１節 弁済 
  第２節ないし４節（省略） 
 第４章 債権の転付 
 第５章 債務の引受 
 第６章 債務者及び債権者の多数 
269 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. （中山・前掲注(50)31頁の訳文を引用した。） 
270 石部・前掲注(235)xi頁 
271 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. （中山・前掲注(50)24頁の訳文を引用した。） 
 §235. Kraft des Schuldverhältnisses ist der Gläubiger berechtigt, von dem Schuldner 
eine Leistung zu fordern. Die Leistung kann auch in einem Unterlassen bestehen. 
83 
いう草案の趣旨を説明するものを作成して、併せて提出した272。 
 債務関係に関する第三草案は 235 条に規定され、その内容は修正第二草案 235 条と同一
であり273、また、同覚書には債務関係概念について言及する箇所はみられない274。 
  そして、1896年 2 月より帝国議会内での討議が行われ、その結果、BGB275は 1896 年 7
月 1日に帝国議会で可決され、連邦参議院での可決、皇帝による裁可を経て、同年 8月 24
















                                                   
272 石部・前掲注(235)xi頁 
273 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. 
274 Jakobs=Schubert, a.a.O.,S.45. 
275 BGBの主要な目次は、以下のとおりである。 
第１章 債務関係の内容 
  第１節 給付義務 
  第２節 債権者遅滞 
 第２章 契約に基づく債務関係 
  第１節ないし５節（省略） 
 第３章 債務関係の消滅 
  第１節 弁済 
  第２ないし４節（省略） 
 第４章 債権の移転 
 第５章 債務引受 
 第６章 債務者及び債権者の多数 
276 石部・前掲注(235)xii頁 



















































務者として加入する」（第 4章第 2節 1条）と、債務関係を意識した規定となっている。③
債務関係の消滅に関しては、両版の間に若干の違いはあるものの、債務関係自体の消滅に

















                                                   

















ぞれ「対人的権利義務（Persönliche Rechte und Verbindlichkeiten）」（ALR第１部第２章
122 条）、「対人的財産権（persönlichen Sachenrechte）」（ABGB859 条）という用語によ
って債務関係概念を現した。その後、1840 年にウンターホルツナーが債務関係という用語
を Schuldverhältnis というドイツ語に置き換えると、1861 年バイエルン草案においても
Schuldverhältnisという語句が採用され（同草案第２部 1条）、この傾向は、ドレスデン草
案及び BGB各草案、そして BGBへと受け継がれていった。 
このように BGB制定以前においては、債務関係という用語法の統一や債務関係の定義の







































                                                   




280 Savigny, System des heutigen Römischen Rechts, Bd. 1, 1840., S.7. 
281 Savigny, a.a.O., S.7-8. （小橋・前掲注(85)36-37頁の訳文を引用した。） 
282 Heinrich Siber, Der Rechtszwang im Schuldverhältnis, 1903.(im folgende, 
Siber-Abhandlung) 
283 Planck-Siber, Kommentar zum Bürgerlichen rechts, Bd.2, 1.Hälfte, Recht der 
Schuldverhältnisse, 4.Aufl.,1917.(im folgende, Siber-Kommentar) 
284 このような見解を採るものとして、Friedrich Endemann, Lehrbuch des Bürgerlichen 
rechts. Bd.1., 3.Aufl.,1903, S.574., Heinrich Dernburg, Die Schuldverhältnisse nach 
dem recht des Deutschen reichs und Preußens, 3.Aufl., 1905, S.1., Gierke, Deutsches 
Privatrecht, Bd.3., Schuldrecht, 1917, S.52.などがある。 
285 Siber-Kommentar, a.a.O., Vorbem.I 1a (S.3.) 
286 Siber-Abhandlung, a.a.O., S.92. 
287 Siber-Kommentar, a.a.O., Vorbem.I 1a (S.3.)  
88 
権利の淵源は、個別的権利の発生に適した有機体（Organismus）である」288と解する289。 
 このような、債務関係を、個々の請求権である狭義の債務関係（i.e.S. ; im engeren Sinne）
と、個々の請求権や形成権等を発生させる法律関係という有機体である広義の債務関係




















                                                   
288 Siber-Kommentar, a.a.O., Vorbem.I 1a (S.3.) 
289 このような、債務関係の移転という考え方はジーバーによって明確に示されたものであ
るが、既に 1910年にトゥールによって、個々の権利の移転と、法律関係（Rechtsverhältnis）
の移転という区別の仕方が示されていた（Andreas von Tuhr, Der Allgemeine Teil des 
Deutschen Bürgerlichen Rechts, Bd.1, 1910, S.129ff.大窪・前掲注(278)146-147頁参照。）。 
290 Ludwig Enneccerus=Heinrich Lehmann, Lehrbuch des Bürgerlichen Rechts, Bd.2, 
Recht der Schuldverhältnisse Ein Lehrbuch, 1954, S.1-2. 



































Untergang der Obligation durch Zweckerreichung, 1905, S.20f.大窪・前掲注(278)154頁
参照。）。また、ヴォルフ（Ernst Wolf）は、広義の債務関係を「源泉関係
（Ursprungsverhältnis）」と呼ぶ（Ernst Wolf, Zum Begriff des Schuldverhältnisses, 
Festgabe für Heinrich Herrfahrdt zum 70. Geburtstag, 1961, S.197ff.大窪・前掲注
(278)155頁参照。）。 
296 Hugo Kreß, Lehrbuch des Allgemeines Schuldrechts, 1929, S. 25f.（斎藤・前掲注
(48)198頁の訳文を引用した。北川・前掲注(17)91頁では、「法的諸関係の総体」と訳され
ている。） 
297 Kreß, a.a.O. S.27f.（斎藤・前掲注(48)216頁脚注 40の訳文を引用した。） 
298 Karl Larenz, Lehrbuch des Schuldrechts, Bd.1., Allgemeiner Teil,1 Aufl.,1953,S.15 f. 
299 Larenz, a.a.O., S.16 
300 Larenz, a.a.O., S.16 



























                                                   
302 Larenz, a.a.O., S.17 
303 田沼柾「契約締結上の過失における債務関係の基礎づけについて」比較法雑誌 20巻 2
号（1986年）56頁、59-60頁、柿本啓「契約締結上の過失論序説―契約責任との関係」
駒澤大学法学部研究紀要 24巻（1966年）88頁。Rudolf von Jhering, Culpa in contrahendo 
oder Schadensersatz bei nichtigen oder nicht zur Perfection gelangten Verträgen, 
Jahrbücher für die Dogmatik des heitigen römischen und deutschen Rechts, Bd.4, 
1861, S.1 ff. 
304 Heinrich Stoll, Haftung für das Verhalten während der Vertragsverhandlungen, 
Leipziger Zeitschrift für Deutsches Recht, 1923, S. 532.（松坂・前掲注(42)286頁の訳文
を参照した。） 
他に、ヴォルフ（Ernst Wolf）も同様の立場を採っている（Ernst Wolf, Rücktritt, 





























306 Felix Herholz, Das schuldverhältnis als konstante Rahmenbeziehung, AcP. Bd. 130., 






に不断に存続するところの、同一な非有機的普遍の債権的紐帯（das gleiche ungegliederte 
und unveränderliche obligatorische Band）に他ならない」と述べ、この見解を支持して
いる（松坂・前掲注(42)287頁）。 
308 Heinrich Stoll, Abschied von der Lehre von der positiven Vertragsverhandlungen, 
AcP. Bd.136., 1932, S.287-288.（田沼・前掲注(303)61頁、北村・前掲注(306)63頁の訳文
を参照した。） 































311 Kurt Ballerstedt, Zur Haftung für culpa in contrahendo bei Geschäftsabschluß 
durch Stellvertreter, AcP. Bd.151.,1950/51, S.501ff.（田沼・前掲注(303)62頁、田沼柾「契
約交渉当事者間に、いかなる債権関係が成立するのか〈その二〉」朝日法学論集 15号（1996
年）140頁の訳文を参照した。） 




313 Otto von Gierke, Deutsches Privatrecht, Bd.3,1917.  
























 ドイツでは、2002 年 1 月 1 日に「債務法を現代化するための法律」（Gesetz zur 
Modernisierung des Schuldrechts）319が施行され、BGB第 2編《債務関係法》を中心と
した大規模な改正が行われた（以下「債務法現代化」と呼ぶ。）。債務法現代化によって、




たが、債務法現代化によって、当該規定は新 241 条 1 項と位置付けられ、新たに同条 2 項
                                                   
315 Heinrich Mitteis, Deutsches Privatrecht ein Studienbuch, 1950. 
316 Mitteis, a.a.O., S.104.（ハインリッヒ・ミッタイス（世良晃志郎・広中俊雄訳）『ドイ
ツ私法概説』（創文社、1961年）238-239頁の訳文を参照した。） 
317 Mitteis, a.a.O., S.105.（世良・前掲注(316)240頁の訳文を参照した。） 
318 Mitteis, a.a.O., S.106.（世良・前掲注(316)242頁の訳文を参照した。） 





について規定した新 311 条と、義務違反に基づく損害賠償について規定した新 280 条 1 項
がある。 
 まず、新 311条は全 3項からなり、同条 1項は、旧 305条の規定内容とほとんど変わら
ず、「法律行為による債務関係の発生及び債務関係の内容の変更は、この法律に別段の定め

























                                                   
320 新 241条 2項の訳文は、岡孝編『契約法における現代化の課題』（法政大学出版局、2002
年）189頁によるものである。 
321 新 311条 2項および 3項の訳文は、岡・前掲注(320)201頁によるものである。 


























 その後、19 世紀に至り、バイエルン草案において、Obligation に代わる新造語として
                                                   
323 Oliver Remien, Drittbeteiligung am Schuldverhältnis im Europäischen Privatrecht, 
Jan Dirk Harke(Hrag.), Drittbeteiligung am Schuldverhältnis－Studien zur 






325 Remien, a.a.O., S.98. 
326 Eugen Bucher, "Schuldverhältnis" des BGB: ein Terminus - drei Begriffe, Norm und 









し、2002 年の債務法改正では、新 241 条 2 項、新 311 条、新 280 条 1 項が加わったこと
により、債務関係の３つ目の概念である命令規範性がみられるようになったと指摘する329。
すなわち、新 311条 2項は、契約交渉の開始により、241条 2項の義務が生じると規定し、























                                                   
327 Bucher, a.a.O., S.109. 
328 Bucher, a.a.O., S.115. 
329 Bucher, a.a.O., S.125 ff. 
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314. Le droit personnel ou de créance, tel qu'il est défini à l'article 3, est toujours 
corrélatif à une Obligation. 


















                                                                                                                                                     
donner, à faire ou à ne pas faire quelque chose, envers une ou plusieurs autres 
personnes déterminées. 
     Celui qui est obligé s'appelle débiteur; celui au profit duquel l'obligation existe 
s'appele créancier. 
(Boissonade, Projet de code civil pour l'Empire du Japon accompagne d'un 






314. Le droit personnel ou de créance, tel qu'il est défini à l'article 3, est toujours 
corrélatif à une obligation.(Définition.) 
     L'obligation est un lien de droit positif ou naturel qui astreint une personne à 
donner, à faire ou à ne pas faire quelque chose, envers une ou plusieurs autres 
personnes déterminées.(Noms légaux des parties.) 
     Celui qui est obligé s'appelle débiteur; celui au profit duquel l'obligation existe 
s'appelle créancier.(Obligations civiles.) 
(Boissonade, Projet de code civil pour l'Empire du Japon accompagne d'un 
















 その後は、若干の字句の修正を経た後359、1890 年（明治 23年）4月 21日に旧民法財産
編第２部「人権及ヒ義務」360の 293 条において、上記債権関係に関する条文はほとんど内
                                                                                                                                                     
２版〕』（三省堂、2002年）98頁） 

























































362 『民法正義 財産編第二部巻之一』（新法註釈会、明治 23年）6頁〔井上正一執筆部分〕 




























                                                   
365 ボワソナード著、岩野新平訳『仏蘭西民法契約編第二回講義』（司法省、1880年）3頁
〔1878年 2月 15日の講義〕 
366 ボードリ・ラカンチヌリ著、松室致・飯田宏作・古賀廉造訳『仏国民法正解 契約編 上























































































































                                                   
375 法典調査会『民法主査会議事速記録 民法決議案 民法第一議案』（日本学術振興会）3-4
頁 












































































































































































                                                   






































































                                                   




















は差異が無いと述べられているようにも思えなくもない。ただ、中華民国民法 199 条 1 項
の立法例として「BGB241条前段」を挙げている点418も加味すると、日本民法は別として、































































































































































































































































































































































































































































































法典第三編に置かれた『債権』は、わが民法がモデルとしたドイツ民法典における Recht der 
Schuldverhältnisseに対応するものであ」ると述べた上で、日本の「学説上『債権関係』（あ
るいは『債務関係』）という表現が用いられることがあるが、こうした表現は個別具体的な
créance、dette を生じさせる包括的な関係 des obligations を指すものであり、obligation
とは区別されるべきである（たとえば、契約は一つの obligationsであるが、双方当事者の
obligationの束としてある）」458。 










































































































































































































（533 条）、目的物に瑕疵があった場合の通知義務（商 526 条 1 項）、完全履行請求権、代





































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
534 潮見［2003］22頁 
535 奥田昌道編『新版 註釈民法(10) 債権(1)債権の目的・効力(1)』（有斐閣、2003年）507
頁〔奥田執筆・潮見補訂部分〕 



























































































































































                                                   





































































                                                   
550 鳩山秀夫『日本債権法各論下巻』（岩波書店、1924年）599頁 
551 鳩山秀夫『日本債権法総論〔増訂改版〕』（岩波書店、1925年）172頁 



































                                                   
555 潮見・前掲注(19)483-484頁 
















































東京控判昭和 9年 7月 20日法律時報 376号 12頁では、請負人 Xと注文者 Y（鉄道会社）





大判昭和 10 年 7 月 29 日民集 14 巻 1430頁では、請負人 Xと注文者 Y（鉄道会社）は、




名古屋地判昭和 53年 12月 26日判タ 388号 112頁では、請負人 Xと注文者 Yは、Xが
焼鈍炉等を工事するという請負契約を締結したが、Yは工事着手の延期を求め、その後も Y
から着工の指図のないまま 1年 10カ月が経過したため、Xは契約解除及び損害賠償請求を










東京高判平成 11 年 6 月 16 日判タ 1029 号 219 頁では、請負人 Y と注文者 X（注．上記
裁判例とは請負人と注文者の表記〔X、Y〕が異なる。）は、自宅建物を新築する請負契約を









































































































                                                                                                                                                     
附随的義務と信頼関係法理との結合に関して、建物賃貸借契約の特約により課せられた賃






































                                                   
567 基本方針Ⅴ・3頁【3.2.8.01】 









分析」産大法学 48巻 3=4 号合併号（2015年）22-23 頁参照。例えば、民法（債権関係）





















この点に関し、DCFR 第 4 編 C 部の「第２章 役務提供契約の申込みに関する特則」の















                                                   
572 Study group on a European Civil Code,Principles, Definitions and Model Rules of 







































                                                   
575 原田・前掲注(561)299頁。同様の指摘をするものとして、中田裕康『継続的取引の研究』
（有斐閣、2000年）202頁がある。 



























                                                   
577 前掲注(38)の、契約終了後においても取引履歴開示義務が認められることについて判示
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